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日 月 火 水 木 金 土 週 行　　事 日 月 火 水 木 金 土 週 行　　事

1日　学年開始 21日　後期開始

3日　入学式 24日　後期授業開始

4日・6日・7日

　オリエンテーション

8日　前期授業開始

16日・17日

　オリエンテーションキャンプ 10日　月曜日の振替授業

(通常授業休業)

1日　学内入構禁止

12日～15日　大学祭(KVA祭)

(通常授業休業)

21日　月曜日の振替授業

21日　創立記念日

(通常授業休業)

5日　学内入構禁止

24日　月曜日の振替授業

25日　補講日

26日～１月5日　冬期休業

9日　学内入構禁止

(町田キャンパス)

18日　月曜日の振替授業 16日・17日　学内入構禁止

(町田キャンパス)

23日　学内入構禁止

26日　後期授業終了

30日　前期授業終了 25日・27日～2月2日

31日～8月7日   後期定期試験

  前期定期試験

1日・3日　学内入構禁止

8日～9月20日　夏期休業

17日　学内入構禁止

10日　学内入構禁止

17日・18日 18日大学卒業式・

  後期オリエンテーション       大学院修了式

25日～31日　春期休業

・ 国民の祝日及び休日は、通常授業は行いません。

・ は、定期試験期間をあらわす。

・ は、授業休業期間をあらわす。

・ は、月曜日の振替授業を行う。

・ 土曜日は月曜日の振替授業のほか補講並びに行事等を行う。
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東京家政学院大学大学院学則 
  第 １ 章  総  則 

（目的） 

第１条 東京家政学院大学大学院（以下「大学院」という。）は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥

をきわめて、文化の進展に寄与することを目的とする。 

２ 本学人間生活学研究科は、ＫＶＡ精神に基づき、人間生活に関わる総合的かつ専門的知識及び技術を研究教

育し、現代社会が直面する個人、家族及び地域をめぐる諸問題はもとより、地球規模の諸課題に対しても実践

的に貢献できる有為な人材を養成することを目的とする。 

（研究科及び研究科長） 

第２条 大学院に、次の研究科を置く。 

  人間生活学研究科 

２ 研究科に研究科長を置き、大学院担当教授のうちから学長が選考する。 

３ 研究科長は、研究科に関する事項を掌理する。 

４ 研究科長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（課程） 

第３条 人間生活学研究科に、修士課程を置く。 

 ２ 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職

業等に必要な高度の能力を養うものとする。 

（専攻及び収容定員等） 

第４条 大学院研究科の専攻及び収容定員等は、次のとおりとする。 

研  究  科 課  程 専   攻 入学定員 収容定員 

人間生活学研究科 修士課程 生活文化専攻 １０名 ２０名 

（標準修業年限及び在学期間） 

第５条 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、主として実務経験を有すると認めるものに対しては、標準修業年限を１年以上２

年未満の在学期間とすることができる。 

３ 修士課程には、休学期間を除き４年を超えて在学することはできない。 

（長期履修） 

第５条の２ 学生が職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて長期にわたり計画的に教育課程を

履修することを希望するときは、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 前項の規定により計画的な履修を認められた学生（以下「長期履修学生」という。）に関する必要事項は、

別に定める。 

 ３ 長期履修学生の在学期間は、別に定める。 

（科目等履修生の在学期間） 

第６条 第 20条に規定する科目等履修生の在学期間については、研究科会議の議を経て、学長が別に定める。 

 

第 ２ 章  教育課程、授業科目、単位及び履修方法 

（教育課程） 

第６条の２ 大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設するとともに学位論文の作成

等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成する。 

（教育方法） 

第７条 大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）に

よって行う。 

（授業科目） 

第８条 大学院研究科における授業科目及び単位数は、別表第１のとおりとする。 

（単位の計算基準） 

第９条 履修単位数は、次の計算基準によって行う。 

  (1) 講義は、毎週１時間 15週をもって１単位とする。 

 (2) 演習は、毎週２時間 15週をもって１単位とする。 

（履修方法） 

第 10条 研究科の定めるところにより、30単位以上を修得するものとする。 

２ 履修科目の選択に当たっては、あらかじめ研究指導担当教員の指導を受けなければならない。 

３ 学生は、各学年初めに履修する科目を選定し、研究科長に届け出るものとする。 

（他大学における授業科目の履修等） 

第 11 条 大学院は、教育上有益と認めるときは、他大学の大学院(外国の大学の大学院を含む。)とあらかじめ

協議の上、学生に当該他大学の大学院授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目の単位は、10単位を超えない範囲で大学院において修得したものとみな

すことができる。 

 



  第 ３ 章  課程修了及び学位 

（修了要件） 

第12条 修士課程の修了要件は、大学院に２年以上在学し所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた

上、当該修士課程の目的に応じ、修士論文、修士作品又は特定の課題についての研究成果の審査及び最終試験

に合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた業績をあげた者については、大学院に１年

以上在学すれば足りるものとする。 

（修了の延期） 

第 12 条の２ 前条の要件を満たした者であっても、在学期間の延長を希望する者については、願い出により、

学長は修了の認定を延期することができる。 

２ 前項の修了延期に関する事項は、別に定める。 

（学位） 

第 13条 修士課程を修了した者には、次の学位を授与する。 

研  究  科 専   攻 課  程 学   位 

人間生活学研究科 生活文化専攻 修士課程 修 士 ( 人間生活学 ) 

 ２ 学位に関する必要な事項は、別に定める。 

 

  第 ４ 章  入学、休学、転学、再入学、留学、退学及び除籍 

（入学） 

第 14条 入学の時期は、学年又は学期の初めとする。 

（入学資格） 

第 15条 大学院に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 83条第 1項に定められた大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第 104条第 4項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における 16年の課程を修了した者 

  (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育

における 16年の課程を修了した者 

   (5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了生が当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した

とされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者  

(6) 修業年限が４年以上で、かつ、課程の修了に必要な総授業時数が 3,400時間以上である専修学校の専門課

程で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了した者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

   (8) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了し、又は外国の学校が行

う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育における 15年の課程

を修了し、又は我が国において外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 15年の課程を

修了したとされるものに限る）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施

設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、大学院が指定する科目、単位を優れた

成績をもって修得したものと認めた者 

  (9) 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、

22歳に達した者 

（入学の出願、入学者の選考、入学手続き、入学の許可） 

第 16条 大学院への入学の出願、入学者の選考、入学手続、入学の許可については、東京家政学院大学学則（以

下｢大学学則｣という。）の規定を準用する。 

（再入学･転入学） 

第 17 条 大学院に再入学又は転入学を志願する者については、研究科会議の議を経て、選考の上許可すること

ができる。 

(1) 大学院を中途退学した者又は除籍（授業料及び施設設備資金を滞納し、督促を受けても納付しない者に限

る。）された者が、再入学を願い出たとき  

(2) 他の大学院に在学する者が、大学院に転入学を願い出たとき 

２ 前項第２号の規定により転入学を志願するときは、在籍する大学院の学長又は研究科長の許可書を願書に添

付しなければならない。 

３  第１項により入学を許可された者の修学年限等に関する事項は、別に定める。 

（休学、転学、再入学、留学、退学及び除籍） 

第 18条 大学院の休学、転学、再入学、留学、退学及び除籍については、大学学則の規定を準用する。 

 

  第 ５ 章  賞  罰 

（賞罰） 

第 19条 学生の賞罰については、大学学則の規定を準用する。 

 



  第 ６ 章  科目等履修生、外国人留学生及び特別聴講学生 

（科目等履修生） 

第 20 条 大学院所定の授業科目のうち１科目又は複数科目の履修を志願する者があるときは、選考の上研究科

会議の議を経て、科目履修を認めることができる。 

２ 科目等履修生に対する単位の授与については、大学学則の規定を準用する。 

３ 科目等履修生として入学を志願する者は、所定の願書その他必要書類を検定料と共に指定の期日までに提出

しなければならない。 

（外国人留学生） 

第 21 条 外国人で、大学において教育を受けることを目的として入国し、大学院に入学を志願する者があると

きは、選考の上研究科会議の議を経て、外国人留学生として入学を許可することができる。 

（特別聴講学生） 

第 22条 他大学（外国の大学を含む。）の大学院で、大学院において授業科目を履修することを志願する者があ

るときは、当該他大学との協議に基づき、特別聴講学生として履修を許可することができる。 

（科目等履修生、外国人留学生及び特別聴講学生に関する規定） 

第 23 条 科目等履修生、外国人留学生及び特別聴講学生に関しては、別に定めるもののほか、大学学則の規定

を準用する。 

 

  第 ７ 章  入学検定料、入学金、授業料及び施設設備資金 

（学納金） 

第 24条 大学院の入学検定料、入学金、授業料及び施設設備資金は、別表第２のとおりとする。 

２ 家計状況又は家計状況の急変による経済的理由により修学困難である者（次項の規定により授業料及び施設

設備資金の半額を減免された私費外国人留学生を除く。）には、授業料及び施設設備資金について、別に定め

るところにより、その一部を減免することができる。 

３ 私費外国人留学生には、入学金、授業料及び施設設備資金について、別に定めるところにより、その半額を

減免する。 

 

第 ８ 章  教員組織 

（教員） 

第 25条 大学院の教員は、東京家政学院大学の教授、准教授、講師及び助教をもって充てる。 

 

  第 ９ 章  大学院の運営 

（研究科会議） 

第 26条 大学院の研究科に研究科会議を置く。 

２ 研究科会議に関する必要な事項は、別に定める。 

（事務） 

第 27条 大学院に関する事務は、大学の事務組織がこれに当たる。 

 

  第 10 章  雑  則 

（学則の準用） 

第 28条 この学則に定めるもののほか、大学院学生に関する必要な事項は、大学学則の規定を準用する。 

２ 大学学則を、この学則に準用する場合は、「学部」を「研究科」と、又「教授会」を「研究科会議」と読み

替えるものとする。 

      附 則 

この学則は、平成７年 4月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 第 24条に規定する施設設備資金は、平成９年度から入学する者に適用する。 

附 則 

   この学則は、平成 12 年４月１日から施行する。ただし、この学則の施行前に現に在学する者については、

第８条に基づく改正後の別表にかかわらず、なお、従前の例による。 

     附 則 

１ この学則は、平成 13年 4月 1日から施行する。 

 ２ 第 24条に規定する施設設備資金及び同条ただし書の規定については、平成 13年度から入学する者に適用す

る。 

附 則 

   この学則は、平成 13年 4月 12日から施行し、平成 13年 4月 1日から適用する。 

     附 則 

   この学則は、平成 13年 7月 5日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

     附 則 



   この学則は、平成 15年 4月 1日から施行する。ただし、第８条に規定する別表第１に関しては、平成 14年

度以前の入学者については、なお、従前の例による。 

      附 則 

この学則は、平成 18年 4月 1日から施行する。ただし、第８条に規定する別表第１に関しては、平成 17年

度以前の入学者については、なお、従前の例による。 

附 則 

   この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。ただし、第８条に規定する別表第１に関しては、平成 17年

度以前の入学者については、なお、従前の例による。 

附 則 

   この学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。ただし、第８条に規定する別表第１に関しては、平成 19年

度以前の入学者については、なお、従前の例による。 

附 則 

   この学則は、平成 21年 4月 1日から施行する。ただし、第８条に規定する別表第１に関しては、平成 20年

度以前の入学者については、なお、従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成 22年 2月 19日から施行する。 

附 則 

  この学則は、平成 22年 4月 1日から施行する。ただし、第８条に規定する別表第１に関しては、平成 21年

度以前の入学者については、なお、従前の例による。 
附 則 

この学則は、平成 23年 4月 1日から施行する。 

    附 則 

１ この学則は、平成24年9月25日から施行する。 

２ 第24条に規定する別表第2に関しては、平成25年度から入学する者に適用する。 

附 則 

１ この学則は、平成27年4月1日から施行する。 

２ 第24条に規定する別表第2に関しては、平成27年度から入学する者に適用する。 

 

別表 第１ (第８条関係) 

授 業 科 目 単 位 数 摘     要 

〔 生活文化専攻 〕  １．修了要件 

人間形成特論 2 (1) 学則第１０条に基づき、研究科の定めたコースに 

人間形成特論演習 1 準拠して、３０単位以上を修得すること。 

生活経営学特論 2 (2) 修士論文又は修士作品及び最終試験に合格すること。 

生活経営学特論演習 1  

生活経済学特論 2  

生活経済学特論演習 1  

地域社会特論 2 ２．履修コース 

衣生活学特論 2  ①現代家政学 

服飾文化特論 2  ②健康栄養学 

食文化特論 2  ③生活デザイン学 

食物学特論 2 ④児童学 

環境文化特論 2  ⑤社会福祉学 

生活文化史特論Ⅰ 2   

生活文化史特論Ⅱ 2 ３．各履修コースの履修要件 

生活文化特論 2 (1) 必修  ８単位 

言語文化特論 2 ｢人間生活学特別研究演習１～４｣８単位を修得すること。 

現代家政学特論演習Ａ 1 (2) 選択 ２２単位以上 

現代家政学特論演習Ｂ 1 所属コースから必ず１２単位以上修得すること。 

現代家政学特論演習Ｃ 1  

現代家政学特論演習Ｄ 1  

調理学特論 2  

調理機能学特論演習 1  

応用食品学特論 2  

食品機能学特論 2  

食品微生物学特論 2  

臨床栄養学特論 2  

臨床栄養学特論演習 1  

公衆栄養学特論 2  

栄養教育特論 2  

栄養教育特論演習 1  

地域栄養教育特論 2  

生化学特論 2  

地域栄養教育特論 2  

分子細胞生物学特論 2  



授 業 科 目 単 位 数 摘     要 

病態生理学特論 2  

解剖生理学特論 2  

ヘルスプロモーション特論 2  

国際保健学特論 2  

小児保健学特論 2   

運動栄養学特論 2   

栄養管理学特論 2   

食品・栄養英語文献抄読演習 1   

食生活学特論 2   

応用食品学特論 2   

食品機能学特論 2   

食品科学特論 2   

衣設計学特論 2   

衣環境学特論 2   

住環境計画特論 2   

建築構法特論 2   

住環境設計特論 2   

デザイン特論 2   

情報メディアデザイン特論 2   

生活デザイン特論演習 1 2   

生活デザイン特論演習 2 2   

生活デザイン特論演習 3 2   

生活デザイン特論演習 4 2   

発達心理学特論Ａ 2   

発達心理学特論Ｂ 2   

臨床心理学特論Ａ 2   

臨床心理学特論Ｂ 2   

人間発達特論ⅠC 2   

人間発達特論ⅠＢ 2  

人間発達特論ⅡＡ 2  

人間発達特論ⅡＢ 2  

人間発達特論ⅢＡ 2  

人間発達特論ⅢＢ 2  

人間発達特論ⅣＡ 2  

人間発達特論ⅣＢ 2  

児童学特論Ａ 2  

児童学特論Ｂ 2   

児童学特論Ｃ 2   

児童学特論Ｄ 2   

児童学特論Ｅ 2   

児童学特論Ｆ 2   

児童学特論Ｇ 2   

児童学特論Ｈ 2   

福祉哲学特論 2   

社会保障特論 2   

高齢者福祉特論 2   

介護福祉特論 2   

地域福祉特論 2   

福祉心理学特論 2   

精神保健福祉特論 2   

スポーツセラピー特論 2   

福祉と数理特論 2   

事例研究法 2   

人間生活学特別研究演習１ 2   

人間生活学特別研究演習 2 2   

人間生活学特別研究演習 3 2   

人間生活学特別研究演習 4 2   

 

別表 第２ (第 24条関係) 

入 学 検 定 料 ３万円 

入 学 金 ３０万円 

授 業 料( 年額 ) ６０万円 

施設設備資金(年額) １０万円 

備 考  学校法人東京家政学院が設置する大学の卒業生については、入学金を免除する。 
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人間形成特論（教育学） △ □ 2 前期 食生活学特論 △ 2 前期

人間形成特論演習 △ □ 1 後期 応用食品学演習 △ 2 後期

生活経営学特論 △ 2 前期 食品機能学特論 △ 2 前期

生活経営学特論演習 △ 1 後期 食品科学特論 △ 2 後期

生活経済学特論 △ 2 前期 衣設計学特論 △ 2 後期

生活経済学特論演習 △ 1 後期 衣環境学特論 △ 2 前期

地域社会特論 △ 2 前期 住環境計画特論 △ 2 前期

衣生活学特論 △ 2 前期 建築構法特論 2 前期

服飾文化特論 △ 2 後期 住環境設計特論 △ 2 前期

食文化特論 △ 2 後期 デザイン特論 △ 2 前期

食物学特論 △ 2 前期 情報メディアデザイン特論 2 前期

環境文化特論 2 前期 生活デザイン特論演習　1 2 前期

生活文化史特論Ⅰ（日本史） △ 2 前期 生活デザイン特論演習　2 2 後期

生活文化史特論Ⅱ △ 2 後期 生活デザイン特論演習　3 2 前期

生活文化特論 2 前期 生活デザイン特論演習　4 2 後期

言語文化特論 2 後期 発達心理学特論A 2 前期

現代家政特論演習Ａ 1 前期 発達心理学特論B 2 後期

現代家政特論演習Ｂ 1 後期 臨床心理学特論A ◎ 2 前期

現代家政特論演習Ｃ 1 前期 臨床心理学特論B ◎ 2 後期

現代家政特論演習Ｄ 1 後期 人間発達特論ⅠA ◎ 2 前期

調理学特論 □ 2 前期 人間発達特論ⅠB ◎ 2 後期

調理機能学特論演習 □ 1 後期 人間発達特論ⅡA ◎ 2 前期

応用食品学特論 □ 2 後期 人間発達特論ⅡB ◎ 2 後期

食品機能学特論　 □ 2 前期 人間発達特論ⅢA ◎ 2 前期

食品微生物学特論 □ 2 前期 人間発達特論ⅢB ◎ 2 後期

臨床栄養学特論 □ 2 前期 人間発達特論ⅣA ◎ 2 前期

臨床栄養学特論演習 □ 1 後期 人間発達特論ⅣB ◎ 2 後期

公衆栄養学特論 □ 2 後期 児童学特論Ａ（教育原理） 2 前期

栄養教育特論 □ 2 前期 児童学特論Ｂ（道徳教育） 2 後期

栄養教育特論演習 □ 1 後期 児童学特論Ｃ（保育の原理と方法） 2 前期

地域栄養教育特論 □ 2 後期 児童学特論Ｄ（運動と健康） 2 後期

生化学特論 □ 2 前期 児童学特論Ｅ（数学教育） 2 前期

分子細胞生物学特論 □ 2 後期 児童学特論Ｆ（音楽教育） 2 後期

病態生理学特論 □ 2 後期 児童学特論Ｇ（英語教育） 2 後期

解剖生理学特論 □ 2 前期 児童学特論Ｈ（国際理解） 2 前期

ヘルスプロモーション特論 □ 2 前期 福祉哲学特論 2 前期

国際保健学特論 □ 2 後期 社会保障特論 2 後期

小児保健学特論 □ 2 後期 高齢者福祉特論 2 後期

運動栄養学特論 □ 2 後期 介護福祉特論 2 後期

栄養管理学特論 □ 2 前期 地域福祉特論 2 前期

食品・栄養英語文献抄読演習 □ 1 後期 福祉心理学特論 2 後期

人間生活学特別研究演習１ ● ● ● ● 2 前期 精神保健福祉特論 2 後期

人間生活学特別研究演習２ ● ● ● ● 2 後期 スポーツセラピー特論 2 前期

人間生活学特別研究演習３ ● ● ● ● 2 前期 福祉と数理特論 2 後期

人間生活学特別研究演習４ ● ● ● ● 2 後期 事例研究法 2 前期

人間生活学特別研究演習１ ● ● ● ● 2 前期

人間生活学特別研究演習２ ● ● ● ● 2 後期

人間生活学特別研究演習３ ● ● ● ● 2 前期

人間生活学特別研究演習４ ● ● ● ● 2 後期

１．修了要件 ２．履修コース ３．各履修コースの履修要件

(1) 学則第１０条に基づき、 　①現代家政学  （1）必修　８単位

　　研究科の定めたコースに準拠して、　②健康栄養学 　「人間生活学特別研究演習１～４」

　　３０単位以上を 修得すること。 　③生活デザイン学 　   ●印の８単位を修得すること。

(2) 修士論文又は修士作品及び 　④児童学  （2) 選択　２２単位以上

　　最終試験に合格すること。 　⑤社会福祉学 　　 所属コースから必ず１２単位以上

 　　修得すること。

 修得すること。

別表　生活文化専攻の履修コース

５．臨床発達心理士受験資格取得

  より２４単位以上を修得すること。

備　　　　　考

４．専修免許状取得

  (1) 中学校教諭専修免許状(家庭)、

  高等学校教諭専修免許状（家庭）

  を取得する場合は、教員免許状
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 　臨床発達心理士受験資格を取得する場合は、

 受験資格臨床発達心理士欄の○印の科目をすべて

  家庭専修コース欄の△印の科目

  (2) 栄養教諭専修免許状を修得す

  る場合は、教員免許状栄養専修

  コース欄の□印の科目より

  ２４単位以上を修得すること。

 



大 学 院 履 修 案 内 

 

１．修了要件 

大学院修士課程においては、２年以上在学し３０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士

課程の目的に応じ、修士論文、修士作品又は特定の課題についての研究成果の審査及び最終試験に合格しなければな

らない。ただし、在学期間に関しては、優れた業績をあげた者については、大学院に１年以上在学すれば足りるもの

とする。 

 

２．履修方法 

 （1)授業科目の履修 

  ア．授業科目の履修については、５講座を設定している。学生は、各人の志望する専門分野に応じて指定される研究

指導担当教員（以下「指導教員」という。）の指導のもとに、特定の履修講座に準拠して授業科目を選定し、履修

するものとする。【大学院研究科履修規則の別表参照】 

    各履修講座は、それぞれ下記の研究課題に関連する専門科目を主体として構成し、必修８単位及び選択２２単位

以上を組み合わせることにより、特定の専門分野について深く学ぶとともに、生活文化に関する総合的な知見を養

い、各種の高度の専門的職能に対応できるように設定されている。 

イ． 各履修コースにおいて中心とする研究課題 

     ①現代家政学   ②健康栄養学   ③生活デザイン学 

④児童学     ⑤社会福祉学 

  ウ．人間生活学特別研究演習 

    各履修講座の必修８単位を「人間生活学特別研究演習１～４」を履修する。 

    人間生活学特別研究演習は、履修講座別の専門分野及び関連分野の学修の成果をまとめていくための演習科目と

して、１年次及び２年次を通じて開講する。 

 主たる指導教員を含む複数の教員による講義及び文献講読等を通じて、生活文化に関する幅広い視野のもとに、

専門分野における研究を深める方法を総合的に学ぶとともに、修士論文又は修士作品（以下「論文又は作品」とい

う。）計画の設定、文献調査、野外調査、実験、設計制作等、論文又は作品の作成に至る一連の作業を遂行するこ

とにより、問題解決の能力を養う。 

 また、その結果を発表することによって、当該専門分野における研究の発展に寄与できることを目標とする。 

 

(2) 授業 

    授業は、1年間を 2期（前期・後期）に分け、各学期 15週で単位を修得することになっている。 

 

(3) 単位 

   履修単位数の計算は、次の計算基準によって行う。 

   講義は、毎週 1時間 15週をもって 1単位とする。 

   演習は、毎週 2時間 15週をもって 1単位とする。 

 

(4) 授業時間 

   本学の授業時間は、次のとおりである。 

時 限 １時限 ２時限 ３時限 ４時限 ５時限 ６時限 

町 田 9:00～10:30 10:40～12:10 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50 － 

千代田三番町 9:00～10:30 10:40～12:10 13:00～14:30 14:40～16:10 16:20～17:50 18:00～19:30



３．研究指導担当教員 

  大学院修士課程に在学中は、各人の研究主題によって、指導教員定められる。指導教員は、学生の履修科目の選択に

当たっての指導、各人の研究主題に対する研究指導、研究上の諸問題、身分上の問題等も含めて、指導及び相談に当た

る。 

 

４． 履修登録 

  学生は、学年始めにその学年において履修するすべての授業科目を「履修登録票」に記入し、指定された期間に大学

事務局へ届け出なければならない。 

  履修登録上の注意事項 

(1) 手続きは、必ず指導教員の承諾を得て行うこと。 

(2) 前期開講授業科目及び後期開講授業科目とも、すべて学年始めに履修登録すること。 

(3) 履修登録した授業科目でなければ、試験を受けることができない。 

(4) 試験を受けなかった授業科目、又は不合格になった授業科目を再度履修(再履修)する場合は、次年度に改め

て履修登録すること。 

(5) 履修登録した授業科目の変更、追加、取消しは、原則として許可しないので、履修登録の際は、慎重に計画を

たてること。 

(6) 履修登録後、所定の日時に｢履修登録確認表｣を交付するので誤りのある場合には、所定の日時に大学事務局へ

申し出ること。 

(7) 手続きに当たっては、随時、大学事務局掲示板に掲示するので、注意すること。 

 

５． 試験 

 （1）定期試験 

   ア．試験は、履修終了時の期末に行う。 

   イ．試験は、原則として授業の実施時間帯で行うので、試験の時間割は発表（掲示）しない。 

（2）試験の方法 

   ア．試験は、筆記、口述、論文、レポート等により行う。 

   イ．レポート等の提出の場合は、提出期日を厳守すること。 

 （3）受験資格 

   ア．履修登録をした者 

   イ．出席時間数が当該授業科目の総授業時間数の３分の２以上の者 

   ウ．授業料等完納者 

（4）追試験及び再試験 

  大学院にあっては、追試験及び再試験は行わない。 

 

６．成績評価 

  成績評価は、次のとおりとし、不合格者は単位修得にならない。 

表 記 得 点 合 否

優 100 点～80点 

合 格良  79 点～70点 

可  69 点～60点 

不可 59 点以下 不合格

  成績の発表は、成績通知書の交付によって行う。交付の時期等については、別途掲示する。 



交通機関が不通になった場合等の授業の取扱い 

 

  交通機関がストライキ・台風・雪害・地震等により不通となるか又は不通となることが予想され、

授業を実施するのに支障があると判断される場合は、授業を臨時休講とする。原則として、各時限の

授業開始の２時間前までに、学内掲示及び「Ｋ.net」で通知する。 

 
※ 対象となる交通機関及び路線 

・首都圏の JR 各線及び私鉄の各線 
・京王バス（めじろ台駅⇔東京家政学院）及び神奈川中央交通バス（相原駅⇔東京家政学院） 

 

 

 

 

大学から学生へのスピーディな情報伝達サービス 

 

～Kasei-G＠kuin.net        （通称 K.net)～ 

  学生が快適に大学生活を送れるよう、大学の様々な情報をよりスピーディに提供する環境を整

備しています。それが「K.net」です。 

 このサービスは、台風や雪害等による休講や授業ごとの休講情報・学生呼び出し等を web 上

に公開し、i-mode や EZ ウェブ・ソフトバンクの携帯電話を使用し閲覧できます。 

 誰でも簡単な操作で登録や情報をキャッチすることができ、休講情報のほか今後各種連絡事項

の提供、学生呼び出しなど活用範囲を広げ、より有意義な学生生活を送ってもらえるサービスへ

発展させて行きます。 

 なお、休講情報等はあくまでも掲示板に掲示されている内容を第一優先とし、このサービスは

その補助を行う手段であることを承知しておいてください。 

 

 



修士論文又は修士作品の提出に関する手続き等 
 

１．学生は、第１年次の所定期日までに、修士論文又は修士作品（以下「論文又は作品」という。）の主題とその研究内

容の概要を記載した『修士論文又は修士作品題目届』を、あらかじめ研究指導担当教員（以下「指導教員」という。）

の承認を受けた後、大学事務局を経て研究科長に提出しなければならない。 

２．論文又は作品題目届を提出した後、これを変更しようとするときは、指導教員の承認を受けた後、所定の期日までに

『修士論文又は修士作品題目変更届』を、大学事務局を経て研究科長に提出するものとする。 

３．学生は、論文又は作品 正本１部、副本１部を作成し、所定の期日までに、大学事務局を経て研究科会議に提出しな

ければならない。論文又は作品の提出期日については、大学院代議員会の定めるところによる。論文又は作品の提出に

あたり、その形式等の要領については、別途指示する。 

４．論文又は作品の提出について、指定された提出期限に遅れ、あるいは所定の手続きを行わないときは、研究科会議の

議を経てこれを受理しないことがある。 

５．修了予定年次学生で、論文又は作品の提出を延期しようとするときは、速やかに指導教員の承認を受け、研究科長に

届け出なければならない。 

６．修士論文又は修士作品、梗概を研究科長に提出するにあたり、指導教員の承認を受け、『著作権許諾書』を提出する

ものとする。 

 

 

 

修士論文又は修士作品の審査及び最終試験 
 

１．修士論文又は修士作品（以下「論文又は作品」という。）の審査及び最終試験は、大学院代議員会の選出した審査委

員が行う。 

２．審査委員は、研究指導担当教員（以下「指導教員」という。）を主査とし、これに当該論文又は作品に関連のある授

業科目の担当教員２名以上を加え、審査委員会を構成する。 

３．最終試験は、所定の単位を修得し、かつ論文又は作品の審査に合格した者について、論文又は作品及びこれに関連あ

る研究領域について、口述により行う。ただし、必要がある場合は、筆記試験を課すことがある。 

４．論文又は作品及び最終試験の成績評価は、合格又は不合格の評語をもってこれを表す。 

５．審査委員会は、論文又は作品審査及び最終試験を終了したときは、その結果に学位授与についての意見を付した審査

報告書を研究科長に提出するものとする。 



平成２７年度 修士論文又は修士作品の提出に関する日程 

１年 １．論文(作品)題目届の提出締切 平成２８年 １月２９日(金) 

２年 
１．論文(作品)題目変更届の提出締切 

２．論文(作品)の提出 

平成２７年１０月３０日(金) 

平成２７年１２月１８日(金) 

 

(様式)        平成２７度 大学院 人間生活学研究科 

修士論文又は修士作品題目届 

提出日 平成  年  月  日 

学籍番号        氏名  

題 目  

研究内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究指導担当教員 印 

東京家政学院大学大学院 



修士論文又は修士作品の形式等について 

 

 修士論文又は修士作品の提出にあたり、その形式等については、以下の要領によること。 

 

１．修士論文の形式について 

(1) 修士論文について 

① 修士論文は、ワープロ打ちＡ４判(Ａ３判を折り込んでもよい)とし、論文の頭初に別紙様式３(大学事務局配

付)による題記を付すこと。 

② 修士論文の様式は、別紙様式４－１又は様式５－１(大学事務局配付)によること。 

③ 本文中に写真(印画紙)・原画等を貼付する場合は、本文と同じ枠の範囲内に貼付すること。 

又、本文以外の資料(グラフや図表などをまとめたもの等)を添付する場合も、製本して本学図書館に保管し

ますので、本文と同様に周囲に余白をとること。 

  (2) 修士作品について 

    修士作品については、研究指導担当教員の指示に従い作製するものとし、作品に関する論文については、上記(1)

の修士論文に準じて作成すること。 

 

２．修士論文(又は作品）の提出について 

(1) 修士論文の提出部数は、正本１部とし、さらに審査用論文として副本１部を提出すること。 

但し、研究指導担当教員から審査用論文の提出部数の指示があった場合は、その指示による。 

(2) 修士作品の提出部数は、研究指導担当教員の指示による。 

    修士論文(又は作品)の提出期限は、修了予定年次の 12 月 20 日 15 時までとする。但し、当日が土曜日又は祝日

に当たる場合は、その前日とし、日曜日に当たる場合は、その前々日とする。 

   (3) 修士論文(又は作品)の提出場所は、大学事務局とする。 

(4)  修士論文(又は作品)の提出方法は、研究指導担当教員の指示により、クリア・ファイル又はバインダーを使用し、

表紙、背表紙に論文題目並びに氏名を記載すること。但し、論文審査合格後、速やかに本製本をして再提出して

ください。(本製本にかかる経費は、自費。) 

なお、詳細については、大学事務局から指示します。(個人で製本を行う場合は、詳細を大学事務局で確認する

こと。) 

 

３．「修士論文(又は作品)要旨」、「研究歴」及び「修士論文(又は作品)梗概」の提出等について 

(1) 「修士論文(又は作品)要旨」及び「研究歴」について 

① 「修士論文(又は作品)要旨」及び「研究歴」の要綱等は、修了予定年次の修士論文(又は作品)提出時に配付する。 

② 「修士論文(又は作品)要旨」及び「研究歴」の提出枚数は、各１枚とする。 

③ 「修士論文(又は作品)要旨」及び「研究歴」の提出期限は、修了予定年次の1月 20日までとする。但し、当日

が土曜日又は祝日に当たる場合は、その前日とし、日曜日に当たる場合は、その前々日とする。 

④ 「修士論文(又は作品)要旨」及び「研究歴」の提出場所は、大学事務局とする。 

⑤ 「修士論文(又は作品)要旨」は、修士論文発表会の資料として出席者に配付するものとする。 

(2) 「修士論文(又は作品)梗概」について 

① 「修士論文(又は作品)梗概」の要綱等は、修了予定年次の修士論文(又は作品)提出時に配付する。 

② 「修士論文(又は作品)梗概」の提出枚数は、４枚とする。 

③ 「修士論文(又は作品)梗概」の提出期限は、修了予定年次の２月末までとする。 

但し、当日が土曜日又は祝日に当たる場合は、その前日とし、日曜日に当たる場合は、その前々日とする。 

④  「修士論文(又は作品)梗概」の提出場所は、大学事務局とする。 

⑤ 「修士論文(又は作品)梗概」は、｢東京家政学院大学紀要｣等に記載するものとする。 



専 修 免 許 状 に つ い て 

 

 本学大学院においては、専修免許状が取得できます。 

 専修免許状の種類、取得するための要件及び授業科目は、次のとおりです。 

 

 １．専修免許状の種類 

○ 中学校教諭専修免許状 (家庭) 

○ 高等学校教諭専修免許状 (家庭) 

○ 栄養教諭専修免許状 

 ２．取得要件 

     ○ 本学大学院を修了すること。 

     ○ ｢家庭｣の専修免許状を取得する場合は、中学校教諭１種免許状(家庭)又は高等学校教諭１種免許状(家庭)

を有していること。 

     ○ ｢栄養教諭｣の専修免許状を取得する場合は、管理栄養士免許証及び栄養教諭１種免許状を有していること。 

     ○ 指定された授業科目について、24単位以上修得すること。 

 ３．授業科目 

     ○ (家庭) 

              別途指示する。 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 



○(栄養教諭) 

              別途指示する。 

 

              



臨床発達心理士受験資格取得について 
 

本学大学院においては、臨床発達心理士受験資格が取得できます。 

臨床発達心理士受験資格を取得するための要件及び授業科目は次のとおりです。 

 

１．取得要件 

○ 本学大学院（心理発達コース）を修了すること。 

○ 指定科目に対応する授業科目について、すべての単位を修得すること。 

 

２．授業科目 

              別途指示する。 

 
 



各種証明書の交付手続き等について 

 

 各種証明書の交付を受ける場合、次により手続きを行う。 

 

 (1) 証明書の申込み 

   ｢各種証明書申込書｣に必要事項を記入の上、(2)の表に示された手数料分の証紙を設置してある自動証紙販売機で

購入し、同申込書に貼付して、大学事務局窓口にて申し込むこと。 

 

各種証明書 

申込書記入 
→ 

自動証紙販売機で

証紙購入 
→

各種証明書 

に証紙貼付 
→

申 込 

（大学事務局） 

9:00 から 

平日 17:00 

土曜 12:30 まで 

   

   所定様式外の証明書（本学以外の機関の定める様式）及び英文証明書の交付等については、事前に大学事務局窓口

で確認すること。   

   証明書の受取りは、原則申込日の翌日に窓口にて学生証提示の上、交付する。 

 

(2) 各種証明書等手数料 

   

名  称 手数料 名  称 手数料 

在 学 証 明 書 300 円 修 了 証 明 書 300 円 

成 績 証 明 書 300 円 修了見込証明書 300 円 

成績・履修証明書 300 円 退 学 証 明 書 300 円 

※ 英文による上記証明書の手数料は、３倍となります。 

 

 (3) その他の諸手続き 

 

種 別 期 日 適    用 

欠 席 届 必要の生じたとき ３日以上欠席の時に提出、 

１週間以上病欠の場合医師の診断書添付 

休 学 届 〃 当該学期の休学の場合は授業料完納者のみ願出可、次学期休学の

場合で授業料完納済みの学期中の願出に限り 

復 学 届 〃 休学満了時の復学の場合 

復 学 願 〃 休学途中時の復学の場合 

退 学 願 〃 授業料完納者のみ願出可 

 



大学院生共同研究室の利用について 
 

１．大学院共同研究室は、大学院生が自主的学習や研究によって、知性を磨き豊かな感性を養い、専門分野における高

度の研究能力を身につけるための研究の場であります。 

 

２．本学大学院生には、町田キャンパスに大学院生共同研究室の研究用個人机が用意されています。 

 

３．研究用個人机の割当は、入学後のオリエンテーションの際に行われます。 

 

４．大学院生共同研究室開室時間は、次のとおりです。 

  月曜日～金曜日  ８：００ ～ ２０：００ 

  土曜日      ８：００ ～ １８：００ 

※ 延長する場合は、研究指導担当教員の許可を得て管理センターへ届けてください。 

 

 ５．休室日 

  (1) 日曜日、国民の祝日及び創立記念日(5月 21日) 

(2) 年末年始(12月 26日 ～ 翌年 1月 5日) 

(3) 夏季休業中の土曜日及び構内施設点検期間 

(4) その他、入試等によって入講禁止となる日 

  

６．利用に当たっては、静粛、清潔、快適な研究環境に努めること。 
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